
地域医療構想について 

 

１ ２０２５年に向けた医療提供体制の改革 

〇 ２０２５年には、国民の３人に 1 人が６５歳以上、５人に 1 人が７５歳

以上となることが見込まれる。このような高齢化の進展に伴い、医療に対

するニーズも変化し、慢性疾患、複数の疾患を抱える方や、手術だけでな

くその後のリハビリが必要となる方が増加することなどが考えられる。 

〇 このような医療ニーズの変化に、限られた医療資源で対応するためには、

医療機能の分化と連携を進め、高度急性期から在宅医療まで、患者の状態

に応じた医療を提供する体制を整備することが不可欠である。 

〇 このため、昨年６月の医療介護総合確保推進法の成立により、各都道府

県において、医療需要の将来推計等を活用して、医療機能の分化と連携を

適切に推進するために、保健医療計画の一部として、地域医療構想を策定

することとなった。 

 

２ 地域医療構想とは 

〇 地域医療構想は、２０２５年に向け、病床の機能分化・連携を進めるた

め、医療機能ごとに２０２５年の医療需要と病床の必要量と、その実現の

ための施策を定めるものである。 

＜地域医療構想の内容＞ 

１ ２０２５年の医療需要と病床の必要量 

  ・高度急性期、急性期、回復期、慢性期の４機能ごとに推計 

  ・都道府県内の構想区域単位で推計 

２ 目指すべき医療提供体制を実現するための施策（例） 

  ・医療機関の自主的な取組みと相互の協議 

・病床の機能の分化及び連携の推進 

・在宅医療の充実 

・医療従事者の確保・養成 

 

 

資料３ 



〇 構想における２０２５年の医療需要と病床の必要量の算定に当たっては、

２０１３年のレセプトデータ等を用いて、２０２５年の推計人口に置きな

おして算出した医療需要を基にした推計方法が国から示されており、一定

程度機械的に算定する必要がある。 

 

〇 ただし、以下の事項については、地域の実情に応じて、一定の範囲内で

各都道府県において設定することとなっている。 

① 構想区域をどう設定するか。 

② ４機能ごとに、構想区域を越える患者の流出入をどの程度見込むか。 

③ 慢性期機能の医療需要推計に当たって、入院受療率の地域差を一定縮

小させるよう目標を設定することとなっており、その目標をどう設定す

るか。 

  

 〇 ③については、高齢化により増大する医療需要に対応するために、現在の

療養病床以外で対応可能な患者は在宅医療等での対応を推進することを目

的としている。これは、慢性期の患者が医療を受けられなくなるということ

ではなく、それぞれの状態に応じて、居宅、特別養護老人ホーム、有料老人

ホーム等において医療が提供されることを想定しているものであり、地域で

支える医療に転換していくものと考えることが適当である。 

   なお、現在、国の「療養病床の在り方等に関する検討会」において、平成

２９年度末で介護療養病床が廃止されること等を受けて、慢性期医療の受け

皿となる新たな施設類型について検討されており、将来的には、療養病床以

外で対応可能な患者の対応の一部を担うものと考えられる。 

 

３ 地域医療構想の実現に向けて 

 〇 地域医療構想の策定後は、その実現に向けて、２０２５年まで継続して、

関係者が自主的な取組みを行うとともに、地域医療構想調整会議において、

毎年度の病床機能報告制度の報告内容と構想における必要病床数とを比較

して、どの機能の病床が不足しているか等を検討するとともに、機能分化・

連携について議論していく。 




